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第１章 令和２年（2020 年）千葉県産業連関表からみた県経済 

第１節 １概要 

 （新） （旧） 

P2 

11 行目 

また、中間投入に占める財とサービスの構成比は、財の投入割合が

57.3％、サービスの投入割合が 42.7％であった。 

また、中間投入に占める財とサービスの構成比は、財の投入割合が

57.0％、サービスの投入割合が 43.0％であった。 

P3 図 1-1 令和 2 年(2020 年)表からみた財・サービスの流れ 

 

図 1-1 令和 2 年(2020 年)表からみた財・サービスの流れ 

 

図 1-1(注） 「サービス」は同じく「電気・ガス・熱供給」～「対個人サービス」及び「分類不明」の合

計である。 

「サービス」は同じく「電力・ガス・熱供給」～「対個人サービス」及び「分類不明」の合

計である。 
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２ 総供給の構成 

 （新） （旧） 

 

P4 

 

 
「総計」には「分類不明」を含む。 

 

「総計」には「分類不明」を含む。 

 

                               

         

 

  

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

649,158 100.0 434,607 100.0 214,551 100.0 33.1

農林漁業 9,340 1.4 4,320 1.0 5,020 2.3 53.7

鉱業 16,035 2.5 300 0.1 15,735 7.3 98.1

製造業 243,675 37.5 137,232 31.6 106,443 49.6 43.7

建設 27,633 4.3 27,633 6.4 0 0.0 0.0

電気・ガス・水道 31,289 4.8 27,521 6.3 3,768 1.8 12.0

商業 44,796 6.9 29,454 6.8 15,341 7.2 34.2

金融・保険 17,290 2.7 11,624 2.7 5,665 2.6 32.8

不動産 42,522 6.6 39,541 9.1 2,981 1.4 7.0

運輸・郵便 32,556 5.0 26,183 6.0 6,373 3.0 19.6

情報通信 25,535 3.9 16,915 3.9 8,621 4.0 33.8

公務 16,249 2.5 16,249 3.7 0 0.0 0.0

サービス 138,355 21.3 94,399 21.7 43,956 20.5 31.8

総計

表1-1　総供給の部門別金額、構成比及び輸入割合（13部門分類）

部門

総供給 移輸入
割合

（％）

県内生産額 移輸入

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

649,158 100.0 434,607 100.0 214,550 100.0 33.1

農林漁業 13,755 2.1 4,320 1.0 9,434 4.4 68.6

鉱業 17,935 2.8 300 0.1 17,635 8.2 98.3

製造業 254,537 39.2 136,612 31.4 117,925 55.0 46.3

建設 27,633 4.3 27,633 6.4 0 0.0 0.0

電力・ガス・水道 34,452 5.3 27,521 6.3 6,931 3.2 20.1

商業 34,854 5.4 29,454 6.8 5,400 2.5 15.5

金融・保険 12,355 1.9 11,624 2.7 731 0.3 5.9

不動産 44,194 6.8 39,541 9.1 4,653 2.2 10.5

運輸・郵便 34,008 5.2 25,705 5.9 8,303 3.9 24.4

情報通信 31,199 4.8 17,392 4.0 13,807 6.4 44.3

公務 18,973 2.9 16,249 3.7 2,724 1.3 14.4

サービス 120,883 18.6 95,019 21.9 25,864 12.1 21.4

総計

表1-１　総供給の部門別金額、構成比及び輸入割合

部門
（統合大分類）

総供給 移輸入
割合

（％）

県内生産額 移輸入
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３ 総需要の構成 

 （新） （旧） 

P5 

 

 

 
「総計」には「分類不明」を含む。 

 
「総計」には「分類不明」を含む。 

P6 

3 行目 

県内生産額の産業別構成比（13 部門分類）をみると、「製造業」が

31.6％（13 兆 7,232 億円）で最も大きく、次いで「サービス」21.7％ 

（9 兆 4,399 億円）、「不動産」9.1％（3 兆 9,541 億円）と続いている。 

 構成比が前回表と比べて上昇した産業は「情報通信」（1.2 ポイント）、

「不動産」（0.9 ポイント）、「建設」（0.8 ポイント）で、構成比が低下し

た産業は「製造業」（△2.2 ポイント）、「運輸・郵便」（△0.8 ポイント）、

「電気・ガス・水道」、「商業」（△0.2 ポイント）などである。 

 県内生産額の産業別構成比（13 部門分類）をみると、「製造業」が

31.4％（13 兆 6,612 億円）で最も大きく、次いで「サービス」21.9％ 

（9 兆 5,019 億円）、「不動産」9.1％（3 兆 9,541 億円）と続いている。 

 構成比が前回表と比べて上昇した産業は「情報通信」（1.3 ポイント）、

「不動産」（0.9 ポイント）、「建設」（0.8 ポイント）で、構成比が低下し

た産業は「製造業」（△2.4 ポイント）、「運輸・郵便」（△0.9 ポイント）、

「電力・ガス・水道」、「商業」（△0.2 ポイント）などである。 

           

  

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

649,158 100.0 205,039 100.0 273,823 100.0 170,296 100.0 26.2

農林漁業 9,340 1.4 2,945 1.4 2,229 0.8 4,166 2.4 44.6

鉱業 16,035 2.5 15,950 7.8 -10 0.0 96 0.1 0.6

製造業 243,675 37.5 97,554 47.6 49,933 18.2 96,188 56.5 39.5

建設 27,633 4.3 1,028 0.5 26,605 9.7 0 0.0 0.0

電気・ガス・水道 31,289 4.8 17,486 8.5 4,802 1.8 9,001 5.3 28.8

商業 44,796 6.9 6,290 3.1 27,821 10.2 10,685 6.3 23.9

金融・保険 17,290 2.7 5,610 2.7 7,988 2.9 3,691 2.2 21.4

不動産 42,522 6.6 5,800 2.8 36,169 13.2 553 0.3 1.3

運輸・郵便 32,556 5.0 16,155 7.9 6,641 2.4 9,760 5.7 30.0

情報通信 25,535 3.9 8,390 4.1 14,411 5.3 2,734 1.6 10.7

公務 16,249 2.5 274 0.1 15,976 5.8 0 0.0 0.0

サービス 138,355 21.3 25,745 12.6 81,258 29.7 31,352 18.4 22.7

総        計

表1-2　総需要の部門別金額、構成比及び移輸出割合(13部門分類）

部門

総需要
(100.0%) 移輸出

割合
（％）

中間需要
(31.6%)

最終需要
(68.4%)

県内最終需要
(42.2%)

移輸出
(26.2%)

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

金額
（億円）

構成比
（％）

649,158 100.0 205,039 100.0 273,823 100.0 170,296 100.0 26.2

農林漁業 13,755 2.1 2,945 1.4 8,049 2.9 2,761 1.6 20.1

鉱業 17,935 2.8 15,950 7.8 -7 0.0 1,993 1.2 11.1

製造業 254,537 39.2 96,984 47.3 67,066 24.5 90,487 53.1 35.5

建設 27,633 4.3 1,028 0.5 26,605 9.7 0 0.0 0.0

電力・ガス・水道 34,452 5.3 17,486 8.5 4,782 1.7 12,184 7.2 35.4

商業 34,854 5.4 6,290 3.1 4,557 1.7 24,007 14.1 68.9

金融・保険 12,355 1.9 5,610 2.7 3,054 1.1 3,691 2.2 29.9

不動産 44,194 6.8 5,800 2.8 37,842 13.8 553 0.3 1.3

運輸・郵便 34,008 5.2 15,766 7.7 8,563 3.1 9,679 5.7 28.5

情報通信 31,199 4.8 8,779 4.3 19,730 7.2 2,690 1.6 8.6

公務 18,973 2.9 274 0.1 18,432 6.7 267 0.2 1.4

サービス 120,883 18.6 26,315 12.8 75,151 27.4 19,417 11.4 16.1

総        計

表1-2　総需要の部門別金額、構成比及び移輸出割合

部門
（統合大分類）

総需要
(100.0%) 移輸出

割合
（％）

中間需要
(31.6%)

最終需要
(68.4%)

県内最終需要
(42.2%)

移輸出
(26.2%)
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4 生産構造 

(1) 県内生産額の産業別構成比と伸び 

 （新） （旧） 

P6 

 

 

 

 
（注）億円単位で四捨五入しているため、内訳は必ずしも合計と一致しない。 

 

P7 

1 行目 

 

 平成 27 年からの生産額の増減は、「情報通信」が 5,165 億円（伸び率

44.0％）、「公務」が 2,157 億円（同 15.3％）の増となって、第 3 次産業が

平成 27 年を 8,646 億円（同 3.4％）上回った。しかし、第 1 次産業 579 億

円（同△11.8％）、第 2 次産業 5,279 億円（同△3.1％）の減により、合計

で平成 27 年から 2,787 億円（0.6％）の増となった。 

 また、県内生産額の伸び率（0.6％増）に対する産業ごとの影響の度合い

（寄与度）をみると、「情報通信」（1.2％）、「不動産」（0.9％）などが、増

加に寄与している。 

 平成 27 年からの生産額の増減は、「情報通信」が 5,643 億円（伸び率

48.0％）、「公務」が 2,157 億円（同 15.3％）の増となって、第 3 次産業が

平成 27 年を 9,265 億円（同 3.6％）上回った。しかし、第 1 次産業 579 億

円（同△11.8％）、第 2 次産業 5,899 億円（同△3.5％）の減により、合計

で平成 27 年から 2,787 億円（0.6％）の増となった。 

 また、県内生産額の伸び率（0.6％増）に対する産業ごとの影響の度合い

（寄与度）をみると、「情報通信」（1.3％）、「不動産」（0.9％）などが、増

加に寄与している。 

（単位：億円、％）

平成27年
（2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
（2015年）

令和2年
（2020年）

431,820 434,607 100.0 100.0 2,787 0.6 0.6

農林漁業 4,900 4,320 1.1 1.0 -579 -11.8 -0.1

鉱業 353 300 0.1 0.1 -53 -15.1 0.0

製造業 145,768 137,232 33.8 31.6 -8,536 -5.9 -2.0

建設 24,322 27,633 5.6 6.4 3,310 13.6 0.8

電気・ガス・水道 28,167 27,521 6.5 6.3 -646 -2.3 -0.1

商業 30,042 29,454 7.0 6.8 -588 -2.0 -0.1

金融・保険 10,975 11,624 2.5 2.7 649 5.9 0.2

不動産 35,566 39,541 8.2 9.1 3,975 11.2 0.9

運輸・郵便 29,520 26,183 6.8 6.0 -3,338 -11.3 -0.8

情報通信 11,749 16,915 2.7 3.9 5,165 44.0 1.2

公務 14,093 16,249 3.3 3.7 2,157 15.3 0.5

サービス 94,408 94,399 21.9 21.7 -9 0.0 0.0

分類不明 1,956 3,235 0.5 0.7 1,279 65.4 0.3

4,900 4,320 1.1 1.0 -579 -11.8 -0.1

170,443 165,165 39.5 38.0 -5,279 -3.1 -1.2

256,477 265,122 59.4 61.0 8,646 3.4 2.0

10,178,184 10,261,540 - - 83,356 0.8 -

 産　　　業　　　計 

第 2 次 産 業

第 3 次 産 業

(参考）全国 産業計

表1-3　　産業別県内生産額、構成比、増減額、伸び率及び寄与度（13部門分類）

第 1 次 産 業

県内生産額

増減額 伸び率 寄与度

構成比

（単位：億円、％）

平成27年 令和2年 平成27年 令和2年

431,820 434,607 100.0 100.0 2,787 0.6 0.6

農林漁業 4,900 4,320 1.1 1.0 -579 -11.8 -0.1

鉱業 353 300 0.1 0.1 -53 -15.1 0.0

製造業 145,768 136,612 33.8 31.4 -9,156 -6.3 -2.1

建設 24,322 27,633 5.6 6.4 3,310 13.6 0.8

電力・ガス・水道 28,167 27,521 6.5 6.3 -646 -2.3 -0.1

商業 30,042 29,454 7.0 6.8 -588 -2.0 -0.1

金融・保険 10,975 11,624 2.5 2.7 649 5.9 0.2

不動産 35,566 39,541 8.2 9.1 3,975 11.2 0.9

運輸・郵便 29,520 25,705 6.8 5.9 -3,815 -12.9 -0.9

情報通信 11,749 17,392 2.7 4.0 5,643 48.0 1.3

公務 14,093 16,249 3.3 3.7 2,157 15.3 0.5

サービス 94,408 95,019 21.9 21.9 611 0.6 0.1

分類不明 1,956 3,235 0.5 0.7 1,279 65.4 0.3

4,900 4,320 1.1 1.0 -579 -11.8 -0.1

170,443 164,545 39.5 37.9 -5,899 -3.5 -1.4

256,477 265,742 59.4 61.1 9,265 3.6 2.1

10,178,184 10,261,540 - - 83,356 0.8 -

 産　　　業　　　計

第 2 次 産 業

第 3 次 産 業

(参考）全国 産業計

表1-3　　産業別県内生産額、構成比、増減額、伸び率及び寄与度（13部門分類）

第 1 次 産 業

県内生産額
増減額 伸び率 寄与度

構成比
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 （新） （旧） 

P7 
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注）産業計には「分類不明」を含む。

図1－3 生産額の伸び率（県、国）(13部門分類）

千葉県 全国
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５ 投入構造 

（１）中間投入と粗付加価値  

 （新） （旧） 

P11 

1 行目 

 生産額に占める中間投入と粗付加価値の割合を産業別（13 部門分類）

にみると、中間投入率については、「製造業」（63.8％）、「電気・ガス・

水道」（56.4％）、農林漁業（54.3％）などが 5 割を超えている。 

 生産額に占める中間投入と粗付加価値の割合を産業別（13 部門分類）

にみると、中間投入率については、「製造業」（63.7％）、「電力・ガス・

水道」（56.4％）、農林漁業（54.3％）などが 5 割を超えている。 

P11 

  

    

  

2,346 1.1 54.3 1,975 0.9 45.7

129 0.1 43.0 171 0.1 57.0

87,621 42.7 63.8 49,611 21.6 36.2

14,127 6.9 51.1 13,506 5.9 48.9

15,527 7.6 56.4 11,995 5.2 43.6

9,198 4.5 31.2 20,256 8.8 68.8

4,279 2.1 36.8 7,345 3.2 63.2

7,398 3.6 18.7 32,143 14.0 81.3

13,880 6.8 53.0 12,303 5.4 47.0

8,582 4.2 50.7 8,333 3.6 49.3

4,622 2.3 28.4 11,628 5.1 71.6

36,191 17.7 38.3 58,208 25.4 61.7

1,139 0.6 35.2 2,096 0.9 64.8

205,039 100.0 47.2 229,568 100.0 52.8

千葉県　平成27年
　　　　(2015年)

221,763 - 51.4 210,057 - 48.6

全　国  令和 2年
　　　  (2020年)

4,646,529 - 45.3 5,615,010 - 54.7

全　国　平成27年
    　　(2015年）

4,695,797 - 46.1 5,482,387 - 53.9

金額
（億円）

構成比
（％）

中間投入

金額
（億円）

中間投入率
(%) 構成比

（％）

（単位：億円、％）

粗付加価
値率
(%)

粗付加価値

表1-6　中間投入及び粗付加価値（13部門分類）

（
参
　
考

）

農林漁業

鉱業

製造業

建設

電気・ガス・水道

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

サービス

分類不明

総   　計

農林漁業 2,346 1.1 54.3 1,975 0.9 45.7

鉱業 129 0.1 43.0 171 0.1 57.0

製造業 87,001 42.4 63.7 49,611 21.6 36.3

建設 14,127 6.9 51.1 13,506 5.9 48.9

電力・ガス・水道 15,527 7.6 56.4 11,995 5.2 43.6

商業 9,198 4.5 31.2 20,256 8.8 68.8

金融・保険 4,279 2.1 36.8 7,345 3.2 63.2

不動産 7,398 3.6 18.7 32,143 14.0 81.3

運輸・郵便 13,776 6.7 53.6 11,929 5.2 46.4

情報通信 8,686 4.2 49.9 8,706 3.8 50.1

公務 4,622 2.3 28.4 11,628 5.1 71.6

サービス 36,811 18.0 38.7 58,208 25.4 61.3

分類不明 1,139 0.6 35.2 2,096 0.9 64.8

総　計 205,039 100.0 47.2 229,568 100.0 52.8

平成２７年
（2015年）

221,763 - 51.4 210,057 - 48.6

令和２年 47.2 52.8

全国　平成27年 4,695,797 - 46.1 5,482,387 - 53.9

全国  令和 2年 4,646,529 - 45.3 5,615,010 - 54.7

表1-6　中間投入及び粗付加価値（13部門分類）

（単位：億円、％）

金額
（億円）

構成比
（％）

粗付加価
値率
(%)

中間投入率
(%)

粗付加価値

金額
（億円）

構成比
（％）

中間投入
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 （新） （旧） 

P11 

 
 

 

 

 

（2）中間投入の構成 

 （新） （旧） 

P12 

2 行目 

 中間投入に占めるサービス投入割合の高い産業をみると、「情報通信」

（93.4％）、「不動産」（91.8％）、「金融・保険」（88.7％）、「商業」

（87.6％）などとなっている。他方、財の投入割合の高い産業をみると、

「製造業」（86.5％）、「建設」（70.2％）となっている。 

 財の投入割合を平成 27 年と比較すると、「建設」（55.2％から

70.2％）、「運輸・郵便」（32.3％から 45.8％）が財の投入割合が比較的 

高くなっている。一方、サービスの投入割合は、「電気・ガス・水道」

（39.2％から 50.1％）などが平成 27 年より高くなった。 

 中間投入に占めるサービス投入割合の高い産業をみると、「情報通信」

（93.8％）、「不動産」（92.1％）、「金融・保険」（90.0％）、「商業」

（88.3％）などとなっている。他方、財の投入割合の高い産業をみると、

「製造業」（86.7％）、「建設」（70.1％）となっている。 

 財の投入割合を平成 27 年と比較すると、「建設」（55.2％から

70.1％）、「運輸・郵便」（32.3％から 45.7％）が財の投入割合が比較的 

高くなっている。一方、サービスの投入割合は、「電力・ガス・水道」

（39.2％から 50.1％）などが平成 27 年より高くなった。 

 

  

45.7 57.0
36.2

48.9 43.6
68.8 63.2
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47.0 49.3
71.6 61.7
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（注）「分類不明」を除外して表示している。

図1-5 中間投入と粗付加価値の比率（13部門分類）
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図1-5 中間投入と粗付加価値の比率
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 （新） （旧） 

P12 

 

 

  

P13 

 
 

表1-7　中間投入の内訳（財・サービスの比率）（13部門分類）
（単位：億円、％）

財の
投入

サービス
の

投入
財 サービス 財 サービス

農林漁業 1,353 992 57.7 42.3 65.0 35.0

鉱業 34 95 26.4 73.6 15.9 84.1

製造業 75,823 11,798 86.5 13.5 82.0 18.0

建設 9,911 4,216 70.2 29.8 55.2 44.8

電気・ガス・水道 7,755 7,771 49.9 50.1 60.8 39.2

商業 1,137 8,062 12.4 87.6 12.1 87.9

金融・保険 483 3,796 11.3 88.7 10.1 89.9

不動産 605 6,793 8.2 91.8 8.2 91.8

運輸・郵便 6,358 7,522 45.8 54.2 32.3 67.7

情報通信 567 8,015 6.6 93.4 8.0 92.0

公務 1,083 3,539 23.4 76.6 20.0 80.0

サービス 12,075 24,116 33.4 66.6 37.5 62.5

分類不明 292 847 25.6 74.4 10.0 90.0

中間投入計 117,476 87,563 57.3 42.7 57.1 42.9

投入比率
（平成27年(2015年)）

投入比率
（令和2年(2020年)）

中間投入の内訳
（令和2年(2020年)）

（単位：億円、％）

財の
投入

サービス
の

投入

財 サービス 財 サービス

農林漁業 1,352 994 57.6 42.4 65.0 35.0

鉱業 34 95 26.3 73.7 15.9 84.1

製造業 75,430 11,571 86.7 13.3 82.0 18.0

建設 9,896 4,231 70.1 29.9 55.2 44.8

電力・ガス・水道 7,752 7,774 49.9 50.1 60.8 39.2

商業 1,074 8,124 11.7 88.3 12.1 87.9

金融・保険 428 3,851 10.0 90.0 10.1 89.9

不動産 586 6,812 7.9 92.1 8.2 91.8

運輸・郵便 6,300 7,476 45.7 54.3 32.3 67.7

情報通信 536 8,150 6.2 93.8 8.0 92.0

公務 1,039 3,583 22.5 77.5 20.0 80.0

サービス 12,188 24,623 33.1 66.9 37.5 62.5

分類不明 292 847 25.6 74.4 10.0 90.0

中間投入計 116,907 88,132 57.0 43.0 57.1 42.9

投入比率
（2015年）

投入比率
（2020年）

中間投入の内訳
(2020年）

表1-7　中間投入の内訳（財・サービスの比率）
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（注）「分類不明」を除外して表示している。

図1-6 中間投入に占める財の投入割合（13部門分類）
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(3) 粗付加価値の内訳 

 （新） （旧） 

P13 

2 行目 

 

 粗付加価値の総額は 22 兆 9,568 億円で、その内訳は、「雇用者所得」

が 10 兆 4,880 億円（構成比 45.7％）、「資本減耗引当」が 6 兆 1,637 億

円（同 26.8％）、「営業余剰」が 4 兆 203 億円（同 17.5％）、「間接税（関

税・輸入品商品税を除く。」が 2 兆 809 億円（同 9.1％）、「家計外消費

支出（行）」が 3,533 億円（同 1.5％）、「（控除）経常補助金」が△1,494

億円（同△0.7％）であった。 

 平成 27 年の部門別構成比と比較すると、「営業余剰」（20.4％から

17.5％）、「家計外消費支出（行）」（2.6％から 1.5％）の構成比が低く 

なり、「雇用者所得」（43.5％から 45.7％）、「資本減耗引当」（25.2％

から 26.8％）及び「間接税（関税・輸入品商品税を除く。）」(9.0％ 

から 9.1％）の構成比が高くなった。 

 粗付加価値の総額は 22 兆 9,568 億円で、その内訳は、「雇用者所得」

が 10 兆 8,422 億円（構成比 47.2％）、「資本減耗引当」が 6 兆 7,923 億

円（同 29.6％）、「営業余剰」が 3 兆 4,079 億円（同 14.8％）、「間接税」

が 1 兆 7,787 億円（同 7.7％）、「家計外消費支出（行）」が 3,533 億円

（同 1.5％）、「（控除）経常補助金」が△2,176 億円（同△0.9％）であっ

た。 

 平成 27 年の部門別構成比と比較すると、「営業余剰」（20.4％から

14.8％）、「間接税」（9.0％から 7.7％）、及び「家計外消費支出（行）」

（2.6％から 1.5％）の構成比が低くなり、「資本減耗引当」（25.2％か

ら 29.6％）、「雇用者所得」（43.5％から 47.2％）の構成比が高くなっ

た。 

p13 

  

 

  

平成27年
(2015年）

令和2年
(2020年)

平成27年
(2015年）

令和2年
(2020年)

家計外消費支出（行） 5,504 3,533 2.6 1.5

雇用者所得 91,365 104,880 43.5 45.7

営業余剰 42,795 40,203 20.4 17.5

資本減耗引当 52,977 61,637 25.2 26.8

間接税(関税・輸入品商品税を除く。) 18,815 20,809 9.0 9.1

（控除）経常補助金 -1,399 -1,494 -0.7 -0.7

粗付加価値部門計 210,057 229,568 100.0 100.0

表1-8　 粗付加価値の項目別金額、構成比

金額（億円） 構成比（％）

平成27年
(2015年）

令和2年
(2020年)

平成27年 令和2年

家計外消費支出（行） 5,504 3,533 2.6 1.5

雇用者所得 91,365 108,422 43.5 47.2

営業余剰 42,795 34,079 20.4 14.8

資本減耗引当 52,977 67,923 25.2 29.6

間接税 18,815 17,787 9.0 7.7

（控除）経常補助金 -1,399 -2,176 -0.7 -0.9

粗付加価値部門計 210,057 229,568 100.0 100.0

表1-8　 粗付加価値の項目別金額、構成比
金額（百万円） 構成比（％）
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 （新） （旧） 

P14 

 

 

 
図 1－7 

 （注） 
間接税（関税・輸入品商品税を除く。） 間接税 

 

６ 需要構造 

 (1) 最終需要の構成と伸び 

 （新） （旧） 

P14 

9 行目 

 

 最終需要の部門別構成比では、平成 27 年と比べ、「県内総固定資本
形成」（12.3％から 15.5％）と「一般政府消費支出」（10.0％から

11.7％）の構成比が増加し、「移輸出計」（39.1％から 38.3％）、「民間

消費支出」（37.3％から 33.8％）及び「家計外消費支出（列）」（1.4％

から 0.8％）の構成比が減少した。 

 最終需要の部門別構成比では、平成 27 年と比べ、「県内総固定資本
形成」（12.3％から 15.5％）と「一般政府消費支出」（10.0％から

11.7％）の構成比が増加し、「民間消費支出」（37.3％から 33.8％）と

「家計外消費支出（列）」（1.4％から 0.8％）の構成比が減少した。 
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図1-7 粗付加価値の部門別構成比

間接税（関税・輸入品商品税を除く）
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図1-7 粗付加価値の部門別構成比
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(2) 中間投入率と中間需要率        

 （新） （旧） 

P17 

 

 

 

（注）「分類不明」を除外して表示している。  

 

７ 県際構造 

 （新） （旧） 

P17 

5 行目 

 

 

産業別（13 部門分類）にみると、移輸出額が移輸入額を上回っている 

のは「運輸・郵便」、「電気・ガス・水道」などで、「製造業」、「鉱業」 

などでは移輸入額が上回っている。 

産業別（13 部門分類）にみると、移輸出額が移輸入額を上回っている 

のは「商業」、「電力・ガス・水道」などで、「製造業」、「鉱業」などで

は移輸入額が上回っている。 
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図1-10 中間投入率と中間需要率（13部門分類）

［Ⅳ］中間財的基礎産業［Ⅲ］最終需要財的基礎産業

［Ⅰ］中間財的産業［Ⅱ］最終需要財的産業
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図1-10 中間投入率と中間需要率
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 （新） （旧） 

P18 

 

 

（注）係数は億円単位で四捨五入しているため、内訳は必ずしも合計と一致しない。 

 

（注）係数は億円単位で四捨五入しているため、内訳は必ずしも合計と一致しない。 

 

 

  

県内生産額 県内需要 移輸出額 移輸入額 県際収支 移輸出率 移輸入率

A
(B+C-D)

B C D C-D
C/A

×100
D/B

×100

農林漁業 4,320 5,174 4,166 5,020 -854 96.4 97.0 3.0

鉱業 300 15,940 96 15,735 -15,640 32.0 98.7 1.3

製造業 137,232 147,487 96,188 106,443 -10,255 70.1 72.2 27.8

建設 27,633 27,633 0 0 0 0.0 0.0 100.0

電気・ガス・水道 27,521 22,288 9,001 3,768 5,234 32.7 16.9 83.1

商業 29,454 34,111 10,685 15,341 -4,656 36.3 45.0 55.0

金融・保険 11,624 13,598 3,691 5,665 -1,974 31.8 41.7 58.3

不動産 39,541 41,969 553 2,981 -2,428 1.4 7.1 92.9

運輸・郵便 26,183 22,796 9,760 6,373 3,387 37.3 28.0 72.0

情報通信 16,915 22,801 2,734 8,621 -5,887 16.2 37.8 62.2

公務 16,249 16,249 0 0 0 0.0 0.0 100.0

サービス 94,399 107,003 31,352 43,956 -12,604 33.2 41.1 58.9

分類不明 3,235 1,813 2,069 648 1,422 64.0 35.7 64.3

令和 2年計
(2020年)

434,607 478,862 170,296 214,551 -44,256 39.2 44.8 55.2

平成27年計
(2015年)

431,820 464,691 156,144 189,015 -32,871 36.2 40.7 59.3

(単位：億円、％）

表1-10　移出入額及び移出入率（13部門分類）

県内
自給率

生産額 県内需要 移輸出額 移輸入額 県際収支 移輸出率 移輸入率

A
(B+C-D)

B C D C-D
C/A

×100
D/B

×100

農林漁業 4,320 10,994 2,761 9,434 -6,674 63.9 85.8 14.2

鉱業 300 15,942 1,993 17,635 -15,642 664.5 110.6 -10.6

製造業 136,612 164,050 90,487 117,925 -27,438 66.2 71.9 28.1

建設 27,633 27,633 0 0 0 0.0 0.0 100.0

電力・ガス・水道 27,521 22,268 12,184 6,931 5,253 44.3 31.1 68.9

商業 29,454 10,847 24,007 5,400 18,608 81.5 49.8 50.2

金融・保険 11,624 8,664 3,691 731 2,961 31.8 8.4 91.6

不動産 39,541 43,642 553 4,653 -4,100 1.4 10.7 89.3

運輸・郵便 25,705 24,329 9,679 8,303 1,376 37.7 34.1 65.9

情報通信 17,392 28,509 2,690 13,807 -11,117 15.5 48.4 51.6

公務 16,249 18,706 267 2,724 -2,456 1.6 14.6 85.4

サービス 95,019 101,466 19,417 25,864 -6,447 20.4 25.5 74.5

分類不明 3,235 1,813 2,566 1,144 1,422 79.3 63.1 36.9

令和 2年計 434,607 478,862 170,296 214,550 -44,255 39.2 44.8 55.2

平成27年計 431,820 464,691 156,144 189,015 -32,871 36.2 40.7 59.3

(単位：億円、％）

表1-10　移出入額及び移出入率（13部門分類）

県 内
自給率
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P21 

 

 

 

 

 

  

1.3021 

1.2633 

1.3787 

1.2247 

1.2509 

1.3456 

1.2884 

1.1392 

1.1688 

1.3264 1.7991 

1.2643 

1.5272 

1.3510 

1.3240 

1.1938 

1.1247 

1.2445 

1.1080 

1.4472 

1.2982 

1.3546 

1.3280 

1.4211 

1.2996 

1.2683 

1.2854 

1.1656 

1.4073 

1.4018 

1.2283 

1.2003 

1.2656 

1.2551 

1.2326 

1.2712 

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

全 産 業 平 均

農林漁業

鉱業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品

電気機械

情報通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

建設

電気・ガス・熱供給

水道

廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

教育・研究

医療・福祉

他に分類されない会員制団体

対事業所サービス

対個人サービス

（倍）
図1-11  生産波及の大きさ（統合大分類）

（注）「事務用品」、「分類不明」を除外して表示している。

産 業 平 均

農林漁業

鉱業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械

生産用機械

業務用機械

電子部品

電気機械

情報通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

建設

電力・ガス・熱供給

水道

廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

教育・研究

医療・福祉

他に分類されない会員制団体

対事業所サービス

対個人サービス

（倍）図1-11 生産波及の大きさ（統合大分類）
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２ 影響力係数と感応度係数 

 （新） （旧） 

P23 

 

表 1-12 影響力係数・感応度係数（統合大分類） 

 

          

表 1-12 影響力係数・感応度係数（統合大分類） 

 

農林漁業 0.9702 0.7739

鉱業 1.0589 0.7821

飲食料品 0.9406 0.7920

繊維製品 0.9606 0.7688

パルプ・紙・木製品 1.0334 0.8422

化学製品 0.9895 1.2208

石油・石炭製品 0.8749 1.5341

プラスチック・ゴム製品 0.8977 0.8213

窯業・土石製品 1.0187 0.8409

鉄鋼 1.3817 2.4079

非鉄金属 0.9710 0.8278

金属製品 1.1729 0.9554

はん用機械 1.0375 1.0463

生産用機械 1.0168 0.7691

業務用機械 0.9168 0.7689

電子部品 0.8637 0.7697

電気機械 0.9557 0.7685

情報通信機器 0.8509 0.7681

輸送機械 1.1114 0.7729

その他の製造工業製品 0.9970 0.7890

建設 1.0403 0.8429

電気・ガス・熱供給 1.0199 1.9684

水道 1.0914 0.9117

廃棄物処理 0.9981 0.9130

商業 0.9740 1.1848

金融・保険 0.9872 0.9622

不動産 0.8951 1.0263

運輸・郵便 1.0808 1.9039

情報通信 1.0765 1.1349

公務 0.9433 0.8407

教育・研究 0.9218 0.7769

医療・福祉 0.9719 0.7758

他に分類されない会員制団体 0.9639 0.7857

対事業所サービス 0.9466 1.5061

対個人サービス 0.9762 0.7809

事務用品 1.0834 0.8062

分類不明 1.0098 0.8596

部　　門　　名 影響力係数 感応度係数

農林水産業 0.9755 0.7972

鉱業 1.0259 0.6680

飲食料品 0.9707 0.8381

繊維製品 0.9886 0.7683

パルプ・紙・木製品 1.0517 0.8609

化学製品 1.0490 1.6514

石油・石炭製品 0.7934 1.2598

プラスチック・ゴム 0.9942 0.8411

窯業・土石製品 1.0036 0.8412

鉄鋼 1.3817 2.4668

非鉄金属 0.9584 0.8297

金属製品 1.1729 0.8368

はん用機械 0.9743 0.9076

生産用機械 1.0242 0.7970

業務用機械 0.9207 0.7701

電子部品 0.8816 0.8103

電気機械 0.9671 0.7809

情報・通信機器 0.8641 0.7685

輸送機械 1.1115 0.7715

その他の製造工業製品 1.0106 0.8322

建設 1.0060 0.8409

電力・ガス・熱供給 0.9565 1.7183

水道 1.0564 0.8991

廃棄物処理 0.9730 0.9068

商業 0.9625 1.1532

金融・保険 1.0135 1.0759

不動産 0.9172 1.0144

運輸・郵便 1.0438 1.7961

情報通信 1.0766 1.0683

公務 0.9395 0.8274

教育・研究 0.9307 0.7765

医療・福祉 0.9977 0.7769

その他の非営利団体サービス 0.9682 0.7780

対事業所サービス 0.9658 1.8253

対個人サービス 0.9831 0.8177

事務用品 1.0968 0.8070

分類不明 0.9928 0.8208

部　　門　　名 影響力係数 感応度係数
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 （新） （旧） 

P24 

1 行目 

 

 

「鉄鋼」（1.3817）、「金属製品」（1.1729）、「輸送機械」

（1.1114）などの影響力係数は 1 より高く、これらの産業部門 

動向が県内の他産業へ与える影響力は高い。また一方、「鉄鋼」

（2.4079）、「電気・ガス・熱供給」（1.9684）、「運輸・郵便」

（1.9039）、「対事業所サービス」（1.5061）などの感応度係数は 1

より高く、これらの産業部門は他産業の動向から影響を受けやすいこ

とがわかる。 

 「鉄鋼」（影響力 1.3817、感応度 2.4079）は、影響力、感応度とも

に他産業と比較して特に高い。 

「鉄鋼」（1.3817）、「金属製品」（1.1729）、「輸送機械」

（1.1115）などの影響力係数は 1 より高く、これらの産業部門 

動向が県内の他産業へ与える影響力は高い。また一方、「鉄鋼」

（2.4668）、「対事業所サービス」（1.8253）、「運輸・郵便」

（1.7961）、「電力・ガス・熱供給」（1.7183）などの感応度係数は 1

より高く、これらの産業部門は他産業の動向から影響を受けやすいこ

とがわかる。 

 「鉄鋼」（影響力 1.3817、感応度 2.4668）は、影響力、感応度とも

に他産業と比較して特に高い。 

P24 

 

 

 

（注）「事務用品」、「分類不明」を除外して表示している。 

 

 

  

農林水産業

鉱業

飲食料品

繊維製品

パルプ・紙・木製品

化学製品

石油・石炭製品

プラスチック・ゴム製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用機械
生産用機械

業務用機械 電子部品

電気機械

情報通信機器

輸送機械

その他の製造工業製品

建設
電気・ガス・熱供給

水道

廃棄物処理

商業

金融・保険

不動産

運輸・郵便

情報通信

公務

医療・福祉

他に分類されない会員制…

対事業所サービス対個人サービス

0.5

1.0

1.5

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

影
響
力
係
数

感応度係数

図1-12  影響力係数と感応度係数

［Ⅱ］

［Ⅲ］ ［Ⅳ］

［Ⅰ］
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３ 最終需要と生産誘発 

 （新） （旧） 

P25 

10 行目 

「最終需要項目別生産誘発額」は、「移輸出」の 21 兆 5,038 億円が最

も大きく、以下、「民間消費支出」の 11 兆 3,402 億円、県内総固定

資本形成の 5 兆 8,132 億円等となっている。 

「最終需要項目別生産誘発額」は、「移輸出」の 21 兆 3,234 億円が最も

大きく、以下、「民間消費支出」の 10 兆 8,186 億円、県内総固定資本

形成の 5 兆 9,800 億円等となっている。 

P25 

 

P26 

  

4 行目  全体では「移輸出」（依存度 49.5％）への依存度が最も高く、以下、

「民間消費支出」（同 26.1％）、「県内総固定資本形成」（同 13.4％）

となっている。 

全体では「移輸出」（依存度 49.0％）への依存度が最も高く、以下、 

「民間消費支出」（同 24.9％）、「県内総固定資本形成」（同 13.8％） 

となっている。 

11 行目 

 

  最終需要項目別にみると、移輸出による生産誘発が 1.2627 倍と最も

大きく、以下、一般政府消費支出（0.8836）、県内総固定資本形成（0.

8461）と続いている。全体では、0.9786 倍の生産が誘発され、平成 27 年

の 1.0821 倍よりも減少した。 

最終需要項目別にみると、移輸出による生産誘発が 1.2516 倍と最も大

きく、以下、一般政府消費支出（0.9829）、県内総固定資本形成（0.87

01）と続いている。全体では、0.9786 倍の生産が誘発され、平成 27 年の

1.0821 倍よりも減少した。 

1.1 

0.5 

29.8 

26.1 

10.0 

10.5 

11.3 

13.4 

-0.0

-0.0

移輸出, 47.9 

移輸出, 49.5 

-10% 10% 30% 50% 70% 90%

平成27年

令和2年

図1-14 最終需要項目別生産誘発依存度

在庫純増

民間消費

支出

家計外消費支出（列） 県内総固定

資本形成

一般政府

消費支出

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

家計外消費支出（列） 4,869 2,384 1.1 0.5 0.8846 0.6748

民 間 消 費 支 出 128,576 113,402 29.8 26.1 0.8646 0.7550

一 般 政 府 消 費 支 出 43,030 45,794 10.0 10.5 1.0729 0.8836

県 内 総 固 定 資 本 形 成 48,584 58,132 11.3 13.4 0.9878 0.8461

在 庫 純 増 -213 -143 -0.0 -0.0 0.3683 0.3246

移 輸 出 206,974 215,038 47.9 49.5 1.3255 1.2627

最 終 需 要 計 431,820 434,607 100.0 100.0 1.0821 0.9786

生産誘発額（百万円） 生産誘発依存度（％） 生産誘発係数(倍）

表1-13　最終需要項目別生産誘発額、生産誘発依存度及び生産誘発係数

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

家計外消費支出
（列）

4,869 2,734 1.1 0.6 0.8846 0.7756

民間消費支出 128,576 108,186 29.8 24.9 0.8646 0.7200

一般政府消費支出 43,030 50,788 10.0 11.7 1.0729 0.9829

県内総固定資本形成 48,584 59,800 11.3 13.8 0.9878 0.8701

在庫純増 -213 -135 -0.0 -0.0 0.3683 0.3010

移輸出 206,974 213,234 47.9 49.0 1.3255 1.2516

合計 431,820 434,607 100.0 100.0 1.0821 0.9786

生産誘発額（百万円） 生産誘発依存度（％） 生産誘発係数(倍）

表1-13　最終需要項目別生産誘発額、生産誘発依存度及び生産誘発係数



- 18 - 

 

 

 （新） （旧） 

P27 

 

  

 

４ 最終需要と粗付加価値誘発 

 （新） （旧） 

P27 

6 行目 

 

 「粗付加価値誘発額」の合計 22 兆 9,568 億円のうち「移輸出」

に 9 兆 8,325 億円が誘発され、以下順に、「民間消費支出」 

7 兆 1,362 億円、「県内総固定資本形成」2 兆 9,579 億円等となってい

る。 

 「粗付加価値誘発額」の合計 22 兆 9,568 億円のうち「移輸

出」に 9 兆 9,698 億円が誘発され、以下順に、「民間消費支出」 

6 兆 5,532 億円、「一般政府消費支出」3 兆 2,046 億円等となっている。

P27 

14 行目 

 

 誘発係数としては、移輸出（0.5774）が最も大きく、以下順に、一般

政府消費支出（0.5588）、民間消費支出(0.4751)等となっている。 

 誘発係数としては、一般政府消費支出（0.6183）が最も大きく、以下順

に、移輸出（0.5854）、家計外消費支出（列）(0.4503)等となっている。 

 

  

0.8846 

0.8646 

1.0729 

0.9878 

0.3683 

1.3255 

0.6748 

0.7550 

0.8836 

0.8461 

0.3246 

1.2627 

0.0 0.5 1.0 1.5

家計外消費支出（列）

民間消費支出

一般政府消費支出

県内総固定資本形成

在庫純増

移輸出

図1-15 最終需要項目別生産誘発係数

平成27年

令和2年

0.8846 

0.8646 

1.0729 

0.9878 

0.3683 

1.3255 

0.7756 

0.7200 

0.9829 

0.8701 

0.3010 

1.2516 

0.0 0.5 1.0 1.5

家計外消費支出（列）

民間消費支出

一般政府消費支出

県内総固定資本形成

在庫純増

移輸出

図1-15 最終需要項目別生産誘発係数

平成27年

(2015年）

令和2年

（2020年）
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P28 

 

 

 
(注）13 部門分類による。 

 

P28 

  

 

  

表1-14 最終需要項目別粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発依存度及び粗付加価値誘発係数

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

家計外消費支出（列） 2,768 1,380 1.3 0.6 0.5030 0.3906

民 間 消 費 支 出 77,563 71,362 36.9 31.1 0.5216 0.4751

一 般 政 府 消 費 支 出 25,995 28,960 12.4 12.6 0.6481 0.5588

県内総 固定 資本 形成 23,313 29,579 11.1 12.9 0.4740 0.4305

在 庫 純 増 -49 -37 -0.0 -0.0 0.0850 0.0843

移 輸 出 80,466 98,325 38.3 42.8 0.5153 0.5774

最 終 需 要 計 210,057 229,568 100.0 100.0 0.5264 0.5169

粗付加価値誘発額
（億円）

粗付加価値誘発依存度
（％）

粗付加価値誘発係数
(倍）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

家計外消費支出（列） 2,768 1,591 1.3 0.7 0.5030 0.4503

民間消費支出 77,563 65,532 36.9 28.5 0.5216 0.4363

一般政府消費支出 25,995 32,046 12.4 14.0 0.6481 0.6183

県内総固定資本形成 23,313 30,735 11.1 13.4 0.4740 0.4473

在庫純増 -49 -33 0.0 0.0 0.0850 0.0750

移輸出 80,466 99,698 38.3 43.4 0.5153 0.5854

最終需要計 210,057 229,568 100.0 100.0 0.5264 0.5169

粗付加価値誘発額
（億円）

粗付加価値誘発依存度
（％）

粗付加価値誘発係数
(倍）

表1-14　最終需要項目別粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発依存度及び粗付加価値誘発係数

0.5030 

0.5216 

0.6481 

0.4740 

0.0850 

0.5153 

0.3906 

0.4751 

0.5588 

0.4305 

0.0843 

0.5774 

0.0 0.5 1.0

家計外消費支出（列）

民間消費支出

一般政府消費支出

県内総固定資本形成

在庫純増

移輸出

図1-16 最終需要項目別粗付加価値誘発係数

平成27年

令和2年
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 （新） （旧） 

P29 

4 行目 

 全体では「移輸出」への依存度が 42.8％と最も高く、以下、「民間消

費支出」（31.1％）、「県内総固定資本形成」（12.9％）等となってい

る。これを平成 27 年と比べると、「民間消費支出」、「一般政府消費支

出」、「移輸出」への依存度が高くなり、「県内総固定資本形成」等へ

の依存度が低くなった。 

 全体では「移輸出」への依存度が 43.4％と最も高く、以下、「民間消

費支出」（28.5％）、「一般政府消費支出」（14.0％）等となってい

る。これを平成 27 年と比べると、「一般政府消費支出」、「移輸出」へ

の依存度が高くなり、「民間消費支出」、「県内総固定資本形成」」等

への依存度が低くなった。 

P29 

 
 

 

５ 最終需要と移輸入誘発 

 （新） （旧） 

P30 

2 行目 

 

 

「最終需要項目別移輸入誘発額」は、民間消費支出による誘発額が 

7 兆 8,836 億円と最も大きく、以下順に、移輸出 7 兆 1,971 億円、県内

総固定資本形成 3 兆 9,127 億円等となっており、全体では、 

21 兆 4,551 億円の移輸入を誘発している。 

「最終需要項目別移輸入誘発額」は、民間消費支出による誘発額が 

8 兆 4,667 億円と最も大きく、以下順に、移輸出 7 兆 597 億円、県内総

固定資本形成 3 兆 7,971 億円等となっており、全体では、 

21 兆 4,551 億円の移輸入を誘発している。 

7 行目  令和 2 年(2020 年)の移輸入額 21 兆 4,551 億円がどの最終需要によっ

て誘発されたか、最終需要項目別に割合を見ると、民間消費支出への

依存度が 36.7％と最も高く、以下、移輸出 33.5％、県内総固定資本形

成 18.2％等となっている。これを平成 27 年と比べると、一般政府消費

支出、県内総固定資本形成、在庫純増が増加し、家計外消費支出

（列）、民間消費支出、移輸出への依存度が減少した。 

 令和 2 年(2020 年)の移輸入額 21 兆 4,551 億円がどの最終需要によっ

て誘発されたか、最終需要項目別に割合を見ると、民間消費支出への

依存度が 39.5％と最も高く、以下、移輸出 32.9％、県内総固定資本形

成 17.7％等となっている。これを平成 27 年と比べると、民間消費支

出、一般政府消費支出、県内総固定資本形成、在庫純増が増加し、家計

外消費支出（列）、移輸出への依存度が減少した。 

 

  

1.3 

0.6 

36.9 

31.1 

12.4 

12.6 

11.1 

12.9 

-0.0 

在庫純増

-0.0 

移輸出, 38.3 

移輸出, 42.8 

-10% 10% 30% 50% 70% 90%

平成27年

令和2年

図1-17 最終需要項目別粗付加価値誘発依存度

県内総固定資本形成一般政府消費支出民間消費支出
家計外消費支出（列）

在庫純増

移輸出

移輸出

平成 年

令和 年

図1-17 最終需要項目別粗付加価値誘発依存度

県内総固定資本形成一般政府消費支出民間消費支出家計外消費支出（列）
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 （新） （旧） 

P30 

 
(注）13 部門分類による。 

 

14 行目  最終需要の項目別に移輸入誘発係数をみると、在庫純増の 0.9157 が

最大で、移輸出の 0.4226 が最小であり、平均（最終需要計）では

0.4831 となっている。 

 最終需要の項目別に移輸入誘発係数をみると、在庫純増の 0.9250 が

最大で、一般政府消費支出の 0.3817 が最小であり、平均（最終需要

計）では 0.4831 となっている。 

P31 

 

 

 
 

P31 

  

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

平成27年
(2015年）

令和2年
（2020年）

家計外消費支出（列） 2,736 2,153 1.4 1.0 0.4970 0.6094

民 間 消 費 支 出 71,149 78,836 37.6 36.7 0.4784 0.5249

一 般 政 府 消 費 支 出 14,112 22,866 7.5 10.7 0.3519 0.4412

県内総固定 資本 形成 25,870 39,127 13.7 18.2 0.5260 0.5695

在 庫 純 増 -529 -402 -0.3 -0.2 0.9150 0.9157

移 輸 出 75,678 71,971 40.0 33.5 0.4847 0.4226

最 終 需 要 計 189,015 214,551 100.0 100.0 0.4736 0.4831

表1-15　最終需要項目別移輸入誘発額、移輸入誘発依存度及び移輸入誘発係数

移輸入誘発額(億円）
移輸入誘発依存度

（％）
移輸入誘発係数

（倍）

平成27年
(2015年)

令和2年
（2020年)

平成27年
(2015年)

令和2年
（2020年)

平成27年
(2015年)

令和2年
（2020年)

家計外消費支出（列） 2,736 1,942 1.4 0.9 0.4970 0.5497

民間消費支出 71,149 84,667 37.6 39.5 0.4784 0.5637

一般政府消費支出 14,112 19,780 7.5 9.2 0.3519 0.3817

県内総固定資本形成 25,870 37,971 13.7 17.7 0.5260 0.5527

在庫純増 -529 -406 -0.3 -0.2 0.9150 0.9250

移輸出 75,678 70,597 40.0 32.9 0.4847 0.4146

最　終　需　要　計 189,015 214,550 100.0 100.0 0.4736 0.4831

表1-15　最終需要項目別移輸入誘発額、移輸入誘発依存度及び移輸入誘発係数

移輸入誘発額(億円）
移輸入誘発依存度

（％）
移輸入誘発係数（倍）

1.4

1.0

民間消費支出, 37.6

民間消費支出, 36.7

7.5

10.7

13.7 

18.2 

移輸出, 40.0

移輸出, 33.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

令和2年

図1-18 最終需要項目別移輸入誘発依存度

在庫純増

-0.3

家計外消費支出（列） 県内総固定資本形成一般政府消費支出

在庫純増

-0.2

民間消費支出, 37.6

民間消費支出, 39.5

7.5

9.2

13.7 

17.7 

移輸出, 40.0

移輸出, 32.9
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平成27年
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令和2年

（2020年）

図1-18 最終需要項目別移輸入誘発依存度

在庫純増

-0.3

家計外消費支出（列） 県内総固定資本形成一般政府消費支出

在庫純増
0.2

0.4970 

0.4784 

0.3519 
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図1-19 最終需要項目別移輸入誘発係数

平成27年

令和2年
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在庫純増

移輸出

図1-19 最終需要項目別移輸入誘発係数

平成27年

令和2年
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第２章 産業連関表の見方・使い方 

第１節 産業連関表の見方 

５ 千葉県産業連関表を見る 

 （新） （旧） 

P36 

5 行目 

  その生産のために財・サービス（材料など）として第 1 次産業から種な

どを 466 億円で購入し、第 2 次産業から機械などを 887 億円で購入し、第

3 次産業から農協サービス等を 992 億円で購入した。 

 その生産のために財・サービス（材料など）として第 1 次産業から種な

どを 466 億円で購入し、第 2 次産業から機械などを 886 億円で購入し、

第 3 次産業から農協サービス等を 992 億円で購入した。 

13 行目   さらにヨコにみると家計などに 2,018 億円販売している。第 1 次産業

の生産額は 4,320 億円であるところ、県内の需要を満たす県内生産が十

分ではない。このため県外・海外から 5,020 億円、第 1 次産業の生産物

を移輸入している、と見る。 

  さらにヨコにみると家計などに 7,838 億円販売している。第 1 次産業

の生産額は 4,320 億円であるところ、県内の需要を満たす県内生産が十

分ではない。このため県外・海外から 9,434 億円、第 1 次産業の生産物

を移輸入している、と見る。 

P36 

  

 

 

 

 

表2‐1　千葉県産業連関表（3部門）

（単位：億円）

第１次
産業

第２次
産業

第３次
産業

内生
部門計

消費 投資 移輸出
最終

需要計
需要
合計

（控除）
移輸入

県内
生産額

第１次
産業

466 2,208 272 2,945 2,018 211 4,166 6,395 9,340 -5,020 4,320

第２次
産業

887 83,561 30,083 114,531 30,594 45,934 96,284 172,812 287,343 -122,178 165,165

第３次
産業

992 16,109 70,461 87,563 172,945 22,121 69,846 264,912 352,475 -87,352 265,122

内生
部門計

2,346 101,877 100,816 205,039 205,557 68,266 170,296 444,119 649,158 -214,550 434,607

粗付加価値
部門計

1,975 63,287 164,307 229,568

県内
生産額

4,320 165,165 265,122 434,607

表2‐1　千葉県産業連関表（3部門）
(単位 : 億円)

第１次
産業

第２次
産業

第３次
産業

計 消費 投資 移輸出
最終

需要計
需要
合計

（控除）
移輸入

県内
生産額

第１次
産業

466 2,208 272 2,945 7,838 211 2,761 10,810 13,755 -9,434 4,320

第２次
産業

887 83,561 30,083 114,531 50,092 43,571 92,551 186,215 300,746 -135,581 165,165

第３次
産業

992 16,109 70,461 87,563 147,627 24,484 74,983 247,094 334,657 -69,535 265,122

計 2,346 101,877 100,816 205,039 205,557 68,266 170,296 444,119 649,158 -214,550 434,607

粗付加価値
部門計

1,975 63,287 164,307 229,568

県内
生産額

4,320 165,165 265,122 434,607
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第４章 千葉県産業連関表付帯表 雇用表 

第２節 雇用表から見た千葉県の就業構造 

１ 従業上の地位別構成 

 （新） （旧） 

P91 

3 行目 

従業者を従業上の地位別にみると、常用雇用者（正社員・正職員）

が 141 万 8,108 人（県内従業者全体の 57.8％）で最も多く、以下順

に、常用雇用者（正社員・正職員以外）69 万 2,598 人（同

28.2％）、有給役員 13 万 1,006 人（同 5.3％）、個人業主 8 万 6,572
人（同 3.5％）、家族従業者 6 万 2,708 人（同 2.6％）、臨時雇用者 6
万 1,954 人（同 2.5％）となっている。 

従業者を従業上の地位別にみると、常用雇用者（正社員・正職員）

が 142 万 9,323 人（県内従業者全体の 58.3％）で最も多く、以下順

に、常用雇用者（正社員・正職員以外）65 万 8,868 人（同

26.9％）、有給役員 13 万 1,006 人（同 5.3％）、個人業主 8 万 6,572
人（同 3.5％）、臨時雇用者 8 万 4,469 人（同 3.4％）、家族従業者 6
万 2,708 人（同 2.6％）、となっている。 

P91 
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２ 産業別構成 

 （新） （旧） 

P91 

8 行目 

従業者総数の産業別構成を 13 部門分類でみると、サービスが

109 万 801 人（構成比 44.47％）で最も多く、商業 44 万 6,932 人

（同 18.22％）、製造業 23 万 7,412 人（同 9.68％）、運輸・郵便

18 万 6,205 人（同 7.59％）と続き、分類不明の 391 人（同

0.02％）が最も少なくなっている。 

従業者総数の産業別構成を 13 部門分類でみると、サービス業が

109 万 801 人（構成比 42.87％）で最も多く、商業 44 万 6,932 人

（同 17.36％）、製造業 23 万 7,412 人（同 9.08％）、運輸・郵便 

18 万 6,205 人（同 8.29％）と続き、鉱業の 391 人（同 0.01％）が

最も少なくなっている。 

P91 図 4-2 産業別構成(13 部門分類） 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 産業別構成(13 部門分類） 

 

 

 

 

 

  

100,000 人以下の部門  

 公務         2.9％(78,744 人)  

 金融・保険       2.6％(46,784 人) 

 不動産           2.5％(46,530 人) 

 情報通信     1.6％(30,509 人)  

 電力・ガス・水道 0.3％(8,796 人)  

 分類不明      0.02％(881 人)  

 鉱業         0.01％(391 人) 

100,000 人以下の部門  

 公務         3.2％(78,744 人)  

 金融・保険       1.9％(46,784 人) 

 不動産           1.9％(46,530 人) 

 情報通信     1.2％(30,509 人)   

 電気・ガス・水道 0.4％( 8,796 人)  

 鉱業        0.04％(  881 人)  

 分類不明       0.02％(  391 人) 
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４ 最終需要と就業誘発、雇用誘発 

 （新） （旧） 

P96 

12 行目 

就業者がどの最終需要によって誘発されたかの割合（最終需要

項目別就業誘発依存度）を統合大分類でみると、移出（39.9％）

が最も高く、民間消費支出（23.0％）、一般政府消費支出

（18.5％）と続いている。 
  同様に雇用者がどの最終需要によって誘発されたかの割合（最終

需要項目別雇用誘発依存度）をみると、移出（37.5％）が最も高

く、民間消費支出（23.7%）、一般政府消費支出（19.4％）と続い

ている。 

就業者がどの最終需要によって誘発されたかの割合（最終需要

項目別就業誘発依存度）を統合大分類でみると、移出（39.3％）

が最も高く、民間消費支出（21.8％）、一般政府消費支出

（19.3％）と続いている。 

  同様に雇用者がどの最終需要によって誘発されたかの割合（最終

需要項目別雇用誘発依存度）をみると、移出（38.3％）が最も高

く、民間消費支出（21.2％）、一般政府消費支出（20.2％）と続い

ている。 

P97 図 4-5 最終需要項目別就業誘発依存度（統合大分類） 

 

図 4-5 最終需要項目別就業誘発依存度（統合大分類） 

 

 

 

  

5％以下の項目  

県内総固定資本形成（公的）  2.7％ 

 家計外消費支出（列）        0.6％ 

 在庫純増            0.015％ 
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 （新） （旧） 

P97 図 4-6 最終需要項目別雇用誘発依存度（統合大分類） 

 

 

図 4-6 最終需要項目別雇用誘発依存度（統合大分類） 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5％以下の項目  
県内総固定資本形成（公的）  2.8％ 

 家計外消費支出（列）        0.6％ 
 在庫純増            0.013％ 


